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地
方
創
生
に
関
す
る
地
方
六
団
体
と
の
意
見
交
換
会

地
方
創
生
に
関
す
る
地
方
六
団
体
と
の
意
見
交
換
会

政
府
の
「
地
方
創
生
に
関

す
る
地
方
六
団
体
と
の
意
見

交
換
会
」
が
８
月
４
日
、
都

内
で
開
催
さ
れ
、
本
会
か
ら

は
丸
子
善
弘
会
長
（
山
形
市

議
会
議
長
）
が
出
席
。
去
る

７
月
21
日
に
閣
議
決
定
さ
れ

た
「
地
域
未
来
戦
略
」
を
議

題
と
し
て
、
黄
川
田
仁
志
地

方
創
生
担
当
・
地
域
未
来
戦

略
担
当
大
臣
と
意
見
交
換
を

行
っ
た
。

「
地
域
未
来
戦
略
」
は
、従

来
行
わ
れ
て
き
た
地
方
創
生

の
取
組
に
加
え
、
地
方
へ
の

大
胆
な
投
資
促
進
策
と
イ
ン

フ
ラ
整
備
を
一
体
的
に
講
じ

る
こ
と
で
、
各
地
に
産
業
ク

ラ
ス
タ
ー
を
戦
略

的
に
形
成
し
、
強
い
地
域
経

済
の
構
築
を
目
指
す
も
の
。

意
見
交
換
会
で
は
、
黄
川

田
大
臣
、
中
村
時
広
全
国
知

事
会
地
方
創
生
・
地
域
未
来

戦
略
推
進
本
部
長
（
愛
媛
県

知
事
）か
ら
の
挨
拶
の
後
、内

閣
官
房
事
務
局
か
ら
の
説
明

が
あ
っ
た
。

会
議
の
席
上
、
丸
子
会
長

を
は
じ
め
地
方
六
団
体
の
代

表
は
、
黄
川
田
大
臣
と
の
意

見
交
換
を
行
っ
た
。

丸
子
会
長
は
、
地
域
未
来

戦
略
に
つ
い
て
「
ど
こ
に
住

ん
で
い
て
も
そ
の
地
域
の
魅

力
を
享
受
し
な
が
ら
豊
か
に

暮
ら
せ
る
真
の
多
極
分
散
型

社
会
の
確
立
に
資
す
る
も

の
」
と
し
て
期
待
を
寄
せ
た

上
で
、
山
形
市
の
取
組
を
例

と
し
て
挙
げ
な
が
ら
、「
産
業

ク
ラ
ス
タ
ー
の
形
成
等
」
及

び
「
従
来
か
ら
の
地
方
創
生

の
取
組
」
の
2
項
目
に
つ
い

て
意
見
を
述
べ
た
（
左
掲
）。

目
標
及
び
基
本
的
方
向

政
策
目
標

施 

策

強い地域経済の構築
・「日本成長戦略」との連携の下、大規

模な投資を呼び込み、各地に産業クラ
スターを戦略的に形成。

・地域の大きな伸び代である多様で魅
力ある地域資源を最大限に活用し、地
場産業を含む地域の産業、地域経済
の持続的な成長を図る。

・産業クラスターの形成に伴う高付加価
値型産業創出
A.戦略産業クラスター計画
B.地域産業クラスター計画
C.地場産業成長プラン

・地域の産業クラスター・地場産業を支
える仕組みづくり

（計170施策）

（合計377施策）　※施策数は再掲含む。
進捗や成果を客観的かつ的確に把握できるKPIを設定し、PDCAサイクルを徹底。

横断的施策 人的支援・人材育成／情報支援・デジタルツールの整備／規制・制度改革／財政・金融によ
る支援等／その他（政府関係機関の地方移転、広域リージョン連携 等）	 （計23施策）

豊かな生活環境の実現

・持続可能な生活インフ
ラの実現

・地域の暮らしの満足感
向上

・公共交通の維持
・買物環境の維持
・インフラの維持
・災害対応の強化の促進
・満足できる子育て・医

療・介護・福祉サービス
の実現

・持続可能なまちづくり
（計121施策）

選ばれる地方の実現

・魅力が感じられる地方 
の実現

・多様性に富んだ地方の
実現

・地域の男女共同参画・
女性活躍の推進

・教育環境整備の推進
・都市と地方の共生の実現
・地方への移住推進

（計63施策）

・47都道府県のどこに住んでいても、安全に生活することができ、必要な医療・福祉や質
の高い教育を受けることができ、働く場所がある社会を実現する。そのためには、強い地
域経済の構築が不可欠。

・地方に大規模な投資を呼び込み、各地に産業クラスターを戦略的に形成していくととも
に、地域資源を最大限に活用し、地場産業を含む地域の産業、地域経済の持続的な成長
を図っていく。

・これを通じて、新たな人材や企業の集約が進み、新たに働く場所が創られ、良質な雇用が
創出され、所得の増加が消費マインドの改善をもたらし、それが更なる投資や経済発展に
つながる。また、豊かな生活環境や、若者や女性にも選ばれる地方を実現することにより、
強い地域経済を下支えしていく。これにより、日々の暮らしと未来への不安を希望へと変
え、「日本列島を、強く豊かに」していく。

 地域未来戦略の全体構成（計画期間は2030年度まで）

黄川田地方創生・地域
未来戦略担当大臣

産業クラスターの形成や地場産業の成
長を促すには、人材の育成も含めて一定の
期間を要すると考えられるため、複数年に
わたる財政措置など十分な支援とともに、
必要に応じて地方自治体や事業者から意
見聴取を行うなどクラスター計画等の実
施状況を把握し、地方に寄り添った継続的
な支援を求める。

地域の活力を維持・向上していくためには、人の流入に加え
て、若者が地元に定着して活躍する環境をつくることが重要
であり、山形市では関係人口の拡大に取り組み、将来的な定
住人口の増大を目指している。
国としても、東京一極集中の弊害是正、医療や教育、地域

交通等の生活環境の整備など、若者や女性に選ばれる地域づ
くりに向けて、従来からの地方創生の取組を着実に推進する
ため、地域未来交付金をはじめとする関係予算を安定的に確
保するとともに、地域の実情に応じた財政措置を求める。
自治体病院をはじめとする地域医療を担う医療機関の経営

が依然として厳しい状況にあることから、経営安定化に向け
た機動的かつ継続的な財政支援を求める。
子育て支援策については、子どもに関わる全国一律の医療

費助成制度の創設等、地域間格差が生じることのないようナ
ショナルスタンダードの観点を踏まえた検討を求める。

従来からの地方創生の取組従来からの地方創生の取組

産業クラスターの形成等産業クラスターの形成等
丸子会長 発言要旨 丸子会長 発言要旨 

丸子会長（山形市）

「
地
域
未
来
戦
略
」に
期
待 

支
援
求
め
る

https://www.si-gichokai.jp
https://www.si-gichokai.jp
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付
税
法
第
16
条
第
1
項
に
基

づ
き
、
毎
年
4
月
、
6
月
、

9
月
、
11
月
の
4
回
に
分
け

て
交
付
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ

に
対
し
、
繰
上
げ
交
付
は
、

大
規
模
な
災
害
に
よ
っ
て
深

刻
な
被
害
を
受
け
た
地
方
公

共
団
体
の
資
金
需
要
に
迅
速

に
対
応
す
る
た
め
、
定
例
の

交
付
時
期
を
待
た
ず
に
前
倒

総
務
省
は
7
月
31
日
、
令

和
8
年
熊
本
地
震
に
よ
り
被

害
を
受
け
た
地
方
公
共
団
体

に
対
し
、
地
方
交
付
税
法
第

16
条
第
２
項
の
規
定
に
基
づ

き
、
９
月
に
定
例
交
付
す
べ

き
普
通
交
付
税
の
一
部
を
繰

り
上
げ
て
交
付
す
る
こ
と
を

発
表
し
た
。

普
通
交
付
税
は
、
地
方
交

宇
城
市・氷
川
町 

震
度
７
観
測

7
月
28
日
16
時
27
分
頃
、

熊
本
県
熊
本
地
方
を
震
源
と

す
る
地
震
が
発
生
し
、
熊
本

県
宇
城
市
・
八
代
郡
氷
川
町

に
お
い
て
最
大
震
度
７
を
観

測
。
九
州
の
広
範
囲
で
強
い

揺
れ
を
観
測
し
、
地
域
の

人
々
や
建
物
な
ど
に
甚
大
な

被
害
を
も
た
ら
し
た
（
令
和

8
年
熊
本
地
震
）。

気
象
庁
の
発
表
に
よ
る

と
、
今
回
の
地
震
の
発
生
以

降
、
8
月
4
日
午
後
3
時
現

在
、
こ
の
地
震
に
関
連
す
る

し
で
交
付
す
る
特
例
措
置
。

今
回
の
措
置
で
は
、
熊
本
県

に
対
し
て
は
9
月
定
例
交
付

額
の
50
％
、
県
内
市
町
村
に

対
し
て
は
同
70
％
が
前
倒
し

で
交
付
さ
れ
る
。
被
災
自
治

体
の
財
政
運
営
を
下
支
え
し
、

復
旧
・
復
興
に
向
け
た
資
金

繰
り
の
円
滑
化
を
図
る
。

対
象
団
体
は
、
熊
本
県
及

び
同
県
内
10
市
9
町
1
村

（
計
21
団
体
）
交
付
日
は
8

月
3
日
。

団体名 繰上げ交付額
熊本県 307 億 3,500 万円
熊本市 111 億 9,000 万円
八代市 27 億 5,600 万円
水俣市 9 億 1,500 万円
山鹿市 20 億 9,200 万円
菊池市 11 億 8,400 万円
宇土市 8 億 3,400 万円

上天草市 12 億 9,500 万円
宇城市 17 億 3,300 万円
天草市 35 億 6,100 万円
合志市 6 億 100 万円
美里町 6 億 100 万円
大津町 1 億 1,900 万円
西原村 3 億 9,600 万円
御船町 5 億 5,500 万円
嘉島町 2 億 2,000 万円
益城町 8 億 9,400 万円
甲佐町 4 億 6,800 万円
氷川町 4 億 8,900 万円
芦北町 6 億 7,500 万円

津奈木町 2 億 8,700 万円
合計 616 億円

交付総額 616 億円

令和 ８ 年熊本地震に係る 
普通交付税（９月定例交付分）の

繰上げ交付額（団体別）
＜熊本県＞	 （１県10市９町１村） 

※総務省 令和８年７月３１日発表資料より 

地
域
で
震
度
1
以
上
を
観
測

し
た
地
震
は
計
５
２
１
回
を

数
え
、
8
月
3
日
午
後
3
時

か
ら
の
直
近
24
時
間
だ
け
で

も
17
回
発
生
。
地
震
活
動
が

依
然
と
し
て
活
発
な
状
況
が

続
い
て
い
る
。

ま
た
、道
路
や
電
気
、水
道

な
ど
の
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
が
寸

断
さ
れ
た
状
態
の
地
域
も
依

然
と
し
て
残
っ
て
お
り
、被
災

地
で
は
引
き
続
き
予
断
を
許

さ
な
い
状
況
が
続
い
て
い
る
。

こ
れ
を
受
け
、
熊
本
県
は

震度 1 2 3 4 5 弱
回数 304 138 54 19 5

震度 5 強 6 弱 6 強 7 合計
回数 0 0 0 1 521

※掲載している地震回数は速報値で
あり、後日の調査で変更になること
があります。（気象庁 ）
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玉名市長洲町

荒尾市

和水町

山鹿市
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菊池市

大津町合志市

菊陽町

益城町

五木村

あさぎり町

相良村

山江村

錦町人吉市
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湯前町
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御船町

甲佐町

玉東町

南関町

令和８年熊本地震において
災害救助法が適用された自治体（7月28日現在）

熊本市、八代市、水俣市、山鹿市、菊池市、宇土市、上天草市、宇城市、天
草市、合志市、下益城郡美里町、菊池郡大津町、菊池郡菊陽町、阿蘇郡
西原村、上益城郡御船町、上益城郡嘉島町、上益城郡益城町、上益城郡
甲佐町、八代郡氷川町、葦北郡芦北町、葦北郡津奈木町

福岡県佐賀県

長崎県

大分県

宮崎県

熊本県

鹿児島県

有明海

八
代
海

被
災
自
治
体
の
資
金
繰
り
を
支
援

普
通
交
付
税
を
前
倒
し
交
付

総務省 発
災
当
日
の
7
月
28
日
、
9

市
10
町
1
村
に
災
害
救
助
法

の
適
用
を
決
定
し
た
。
ま
た
、

熊
本
市
に
お
い
て
も
別
途
、

災
害
救
助
法
の
適
用
が
決
定

さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
熊
本
県

内
で
計
10
市
10
町
1
村
（
左

上
掲
）
が
適
用
対
象
と
な
っ

た
。
法
の
適
用
日
は
令
和
8

年
7
月
28
日
。

災
害
救
助
法
の
適
用
に
よ

り
、
避
難
所
の
設
置
や
被
災

者
の
救
出
、
住
宅
の
応
急
修

理
な
ど
要
す
る
費
用
の
5
割

か
ら
9
割
が
国
庫
負
担
さ
れ

る
。高

市
早
苗
首
相
は
８
月
３

日
、
令
和
8
年
熊
本
地
震
に

つ
い
て
激
甚
災
害
と
し
て
指

定
す
る
方
針
を
表
明
し
た
。

災
害
救
助
法
を
適
用

災
害
救
助
法
を
適
用

激
甚
指
定
見
込
み

激
甚
指
定
見
込
み

令
和
8
年
熊
本
地
震

震度１以上の地震回数
（令和8年８月4日15時00分現在）

※ ■は災害救助法が適用された自治体

お
知
ら
せ

次
号
の
旬
報
は
、
８

月
25
日
付
の
２
３
４
５

・
６
号
合
併
号
と
し
て

発
行
し
ま
す
。

こ
れ
に
よ
り
、復
旧・復
興
事

業
に
対
し
国
に
よ
る
財
政
措

置
が
行
わ
れ
る
見
込
み
。

https://www.jma.go.jp/jma/menu/20260728_kumamoto_jishin.html
https://www.jma.go.jp/jma/menu/20260728_kumamoto_jishin.html
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第
186
回
社
会
文
教
委
員
会

地
域
医
療
施
策 

財
政
措
置
等
要
望

下川床委員長
（指宿市）

社
会
文
教
委
員
会
（
委
員

長
＝
下
川
床
泉
指
宿
市
議
会

議
長
）
は
７
月
27
日
、
第

１
８
６
回
委
員
会
を
全
国
都

市
会
館
で
開
催
し
た
。

委
員
会
で
は
、
少
子
化
対

策
や
地
域
医
療
施
策
な
ど
を

求
め
る
要
望
書
を
決
定
し
た

（
全
文
は
本
会
ウ
ェ
ブ
掲
載 

）。要望
書
は
、
前
年
度
か
ら

の
申
し
送
り
事
項
に
加
え
、

第
１
０
２
回
定
期
総
会
議
決

事
項
の
う
ち
、
社
会
文
教
委

員
会
に
付
託
さ
れ
た
会
長
提

出
決
議
と
部
会
提
出
決
議
の

14
件
を
基
に
作
成
し
て
い
る
。

主
な
要
望
事
項
は
次
の
通

り
。

少
子
化
対
策
等

子
ど
も
・
子
育
て
施
策
等

に
つ
い
て
で
は
、
こ
ど
も
関

社会文教委員会要望事項社会文教委員会要望事項
1	 少子化対策等
① 子ども・子育て施策等
② 保育従事者の処遇改善及

び安定的な保育環境の維
持・向上

③ 保育所の待機児童解消等
④ 放課後児童対策
⑤ 子ども医療費助成制度
⑥ 不妊治療への財政措置
⑦ 児童虐待防止対策
⑧ 子どもの貧困対策

2	 地域医療施策
① 医師不足・偏在対策等
② 自治体病院への財政支援等

3　医療保険制度
① 医療保険制度改革
② 国民健康保険制度

4	 保健衛生施策等
① 感染症対策
② 予防接種
③ 難病患者対策の推進
④ がん検診への支援
⑤ AYA世代の女性に対する

健康支援制度
⑥ 火葬場の適切な整備・運営等

5	 社会福祉施策
① 障害者施策
② 発達障害が疑われる子ども

への支援
③ 医療的ケア児への支援
④ 生活保護制度

⑤ ひきこもりに対する支援
⑥ 認知症施策
⑦ 民生委員・児童委員の担

い手不足の解消
６	 介護保険制度
① 介護サービスの提供体制

確保
② 財政運営

７	 雇用対策
① 地域雇用対策
② 多様な人材の活躍促進

８	 文教施策
① 教職員の人材確保と働き

方改革
② 35 人学級の実施
③ 小学校外国語教育の整備
④ 特別支援教育の充実
⑤ 栄養教諭・学校栄養職員
⑥ 学校給食費の無償化
⑦ いじめ防止対策・不登校

支援
⑧ 部活動への支援等
⑨ 学校のＩＣＴ環境整備
⑩ 学校施設の老朽化対策等
⑪ 就学機会の確保

９	 環境保全施策
① 地球温暖化対策
② 廃棄物処理対策
③ 海洋ごみ対策
④ 皮革排水処理への支援
⑤ 有機フッ素化合物対策

委
員
会
で
は
、
厚
生
労
働

省
の
梶
野
友
樹
政
策
統
括
官

付
参
事
官
（
総
合
政
策
統
括

担
当
）
が
「
社
会
保
障
を
め

ぐ
る
最
近
の
情
勢
に
つ
い

て
」、文
部
科
学
省
初
等
中
等

教
育
局
の
黄
地
吉
隆
初
等
中

等
教
育
企
画
課
長
が
「
初
等

中
等
教
育
施
策
の
動
向
に
つ

い
て
」
と
題
し
て
そ
れ
ぞ
れ

講
演
し
た
。

委
員
会
終
了
後
、
下
川
床

委
員
長
、
石
川
弘
副
委
員
長

（
南
砺
市
議
会
議
長
）、
喜
始

真
吾
副
委
員
長
（
小
野
市
議

会
議
長
）
は
、
厚
生
労
働
省

で
迫
井
正
深
医
務
技
監
、
文

部
科
学
省
で
矢
野
和
彦
文
部

科
学
審
議
官
に
面
談
し
、
要

望
し
た
。

連
施
策
の
円
滑
・
強
力
な
推

進
及
び
地
方
の
意
見
の
反
映

な
ど
を
求
め
て
い
る
。

保
育
従
事
者
の
処
遇
改
善

及
び
安
定
的
な
保
育
環
境
の

維
持
・
向
上
に
つ
い
て
で
は
、

他
産
業
と
遜
色
の
な
い
保
育

士
の
処
遇
改
善
や
研
修
充
実

等
に
よ
る
幅
広
い
保
育
人
材

の
育
成
確
保
、
施
設
整
備
費
、

保
育
所
等
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
推
進

等
に
対
す
る
財
政
措
置
な
ど

を
求
め
て
い
る
。

放
課
後
児
童
対
策
に
つ
い

て
で
は
、
放
課
後
児
童
ク
ラ

ブ
に
つ
い
て
施
設
整
備
や
人

員
確
保
に
資
す
る
安
定
的
な

財
源
確
保
や
放
課
後
児
童
支

援
員
の
確
保
に
向
け
た
処
遇

改
善
の
補
助
拡
充
や
補
助
要

件
緩
和
な
ど
を
求
め
て
い
る
。

地
域
医
療
施
策

医
師
不
足
・
偏
在
対
策
等

に
つ
い
て
で
は
、「
医
師
偏
在

の
是
正
に
向
け
た
総
合
的
な

対
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
」
の
具
体

的
な
取
組
推
進
に
加
え
、
医

師
の
不
足
・
地
域
間
偏
在
の

抜
本
的
な
解
消
に
向
け
た
更

な
る
対
策
及
び
財
政
措
置
な

ど
を
求
め
て
い
る
。

自
治
体
病
院
へ
の
財
政
支

援
等
に
つ
い
て
で
は
、
医
療

機
関
の
経
営
状
況
を
丁
寧
に

把
握
し
必
要
な
場
合
は
補
正

予
算
措
置
や
、
診
療
報
酬
の

改
定
を
行
う
こ
と
及
び
診
療

報
酬
改
定
に
お
い
て
は
物
価

や
賃
金
の
上
昇
に
迅
速
か
つ

適
切
に
対
応
で
き
る
仕
組
み

を
導
入
す
る
こ
と
な
ど
を
求

め
て
い
る
。

介
護
保
険
制
度

介
護
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
体

制
確
保
に
つ
い
て
で
は
、
地

方
自
治
体
の
財
政
負
担
や
被

保
険
者
の
保
険
料
負
担
が
過

重
と
な
ら
な
い
よ
う
財
政
措

置
の
充
実
や
、
介
護
報
酬
の

改
定
に
当
た
っ
て
は
、
地
域

や
サ
ー
ビ
ス
等
の
実
態
に
即

し
た
適
切
な
報
酬
の
評
価・設

定
と
と
も
に
次
期
改
定
に
お

い
て
物
価
や
人
件
費
の
高
騰

を
踏
ま
え
た
報
酬
改
定
を
行

う
こ
と
な
ど
を
求
め
て
い
る
。

文

教

施

策

教
職
員
の
人
材
確
保
と
働

き
方
改
革
に
つ
い
て
で
は
、

新
た
な
「
定
数
改
善
計
画
」

矢野和彦文科省文部科学審議官（左から2人目）に要望

に
沿
っ
た
教
職
員
定
数
改
善

の
着
実
な
実
施
及
び
教
職
員

の
確
保
、
加
配
定
数
の
改
善

等
に
つ
い
て
必
要
か
つ
十
分

な
財
政
措
置
を
要
望
し
て
い

る
。

https://www.si-gichokai.jp/request/request-iin/bunkyo/index.html
https://www.si-gichokai.jp/request/request-iin/bunkyo/index.html
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 トップページ > 議会改革の取組 > iJAMP 市議会最前線

市議会が進める独自の取組を毎月紹介す
る時事通信社 iJAMP「市議会最前線」。8月
は北海道網走市議会が取り組む「若い世代
の意見を市政に反映（市内高校での意見交
換会）」を紹介しています。

本記事は、本会ウェブサイト「議会改革
の取組」でご覧になれます。

 「市議会最前線」/ 北海道網走市

高
速
道
路
建
設・整
備
求
め
る

正
副
会
長・監
事・相
談
役
会
議
佐
世
保
市

高速協高速協全
国
高
速
自
動
車
道
市
議

会
協
議
会
（
会
長
＝
久
野
秀

敏
佐
世
保
市
議
会
議
長
）
は

７
月
30
日
、
佐
世
保
市
で
正

副
会
長・監
事・相
談
役
会
議

を
開
催
し
、
高
速
道
路
の
建

設
や
４
車
線
化
等
を
求
め
る

要
望
書
を
決
定
し
た
。

冒
頭
、
久
野
会
長
の
挨
拶

に
続
き
、
開
催
市
を
代
表
し

て
宮
島
大
典
佐
世
保
市
長
が

歓
迎
の
挨
拶
を
し
た
。

会
議
で
決
定
し
た
要
望
書

は
①
建
設
促
進
②
安
全
対
策

の
推
進
③
高
速
道
路
の
機
能

向
上
と
利
便
性
の
拡
大
④
料

金
制
度
―
に
つ
い
て
の
４
項

目
（
全
文
は
本
会
ウ
ェ
ブ
掲

載 

）。
ま
た
、
地
元
選
出

国
会
議
員
等
へ
要
望
活
動
を

行
う
こ
と
を
併
せ
て
決
定
し

た
。会

議
で
は
、
令
和
７
年
度

会
計
決
算
に
つ
い
て
清
水
お

さ
む
監
事
（
高
知
市
議
会
議

長
）
が
監
査
結
果
を
報
告
し
、

こ
れ
を
了
承
し
た
ほ
か
、
10

月
に
令
和
８
年
度
理
事
会
、

２
月
に
第
53
回
定
期
総
会
を

開
催
す
る
こ
と
と
し
た
。

久野会長
（佐世保市）

清水監事（高知市）

宮島佐世保市長

本
会
が
主
催
す
る
令
和
８

年
度
「
地
域
未
来
ビ
ジ
ョ
ン

創
造
セ
ミ
ナ
ー
」
が
７
月
31

日
、
ビ
ジ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
東

京
京
橋
で
開
催
さ
れ
た
。

セ
ミ
ナ
ー
で
は
、
山
谷
拓

志
静
岡
ブ
ル
ー
レ
ヴ
ズ
株
式

会
社
代
表
取
締
役
社
長
兼
一

般
社
団
法
人
静
岡
県
ラ
グ

ビ
ー
フ
ッ
ト
ボ
ー
ル
協
会
理

事
が
「
プ
ロ
ス
ポ
ー
ツ
に
よ

る
地
方
創
生
～
価
値
を
ど
の

よ
う
に
高
め
地
域
に
活
か
す

か
～
」、小
泉
悠
東
京
大
学
先

端
科
学
技
術
研
究
セ
ン
タ
ー

准
教
授
が
「
最
近
の
国
際
情

勢
と
日
本
の
安
全
保
障
」
と

題
し
て
そ
れ
ぞ
れ
講
演
を

行
っ
た
。

主催：主催：全国市議会議長会全国市議会議長会

　

 

令和８年度

山谷静岡ブルーレヴ
ズ社長

小泉東京大学准教授

▼
議
長

▽
瑞
穂	

若
井
千
尋（
6・4
）

▽
吉
野
川	

谷
田
憲
二（
6・8
）

▽
西
尾	

松
崎
隆
治（
6・24
）

▽
呉	

林
田
浩
秋（
6・26
）

▽
南
島
原	

中
村
哲
康（
6・26
）

▽
二
本
松	

本
多
俊
昭（
7・7
）

▽
米
子	
渡
辺
穣
爾（
7・13
）

▽
三
次	
山
村
惠
美
子（
7・15
）

▽
長
門	
吉
津
弘
之（
7・21
）

▽
鯖
江	

福
原
敏
弘（
7・22
）

▽
台
東	

石
塚
　
猛（
7・24
）

▽
加
古
川	

山
本
賢
吾（
7・28
）

▽
越
前	

砂
田
竜
一（
7・30
）

▼
副
議
長

▽
瑞
穂	

藤
橋
直
樹（
6・4
）

▽
吉
野
川	

中
西
　
渉（
6・8
）

▽
西
尾

	

中
村
な
お
ゆ
き（
6・24
）

▽
呉	

小
田
晃
士
朗（
6・26
）

▽
南
島
原	

田
中
克
彦（
6・26
）

▽
二
本
松

	

佐
久
間
好
夫（
7・7
）

▽
米
子	

今
城
雅
子（
7・13
）

▽
宮
津	

長
本
義
浩（
7・21
）

▽
長
門	

重
村
法
弘（
7・21
）

▽
鯖
江	

空
　
美
英（
7・22
）

▽
加
古
川	

桃
井
祥
子（
7・28
）

▽
越
前	

桶
谷
耕
一（
7・30
）

▼
事
務
局
長

▽
南
島
原	

岡
野
俊
作（
4・1
）

▽
新
庄	

井
上
　
徹（
4・1
）

▽
か
ほ
く	

本
出
美
和（
4・1
）

▽
福
井	

尾
野
嘉
貞（
4・1
）

▽
三
島	

栗
原
浩
子（
4・1
）

▽
吉
野
川	

藤
岡
泰
友（
4・1
）

議
会
人
事

白し
ら
い
し石

卓た
く
や也

氏
（
筑
紫
野
市

議
会
副
議
長
）
７
月
29
日
逝

去
、
64
歳
。
葬
儀
は
８
月
１

日
に
執
り
行
わ
れ
た
。
喪
主

は
兄
の
一
裕
さ
ん
。

訃
報

会議の模様

https://www.si-gichokai.jp/toppage/bn_r/gkaikaku/1203551_2455.html
https://www.si-gichokai.jp/
https://www.si-gichokai.jp/toppage/bn_r/gkaikaku/index.html
https://www.si-gichokai.jp/toppage/bn_r/gkaikaku/1203551_2455.html
https://www.si-gichokai.jp/request/request-kyogi/jidosya/index.html
https://www.si-gichokai.jp/request/request-kyogi/jidosya/index.html
https://www.si-gichokai.jp/request/request-kyogi/jidosya/index.html


全 国 市 議 会 旬 報 第 2344 号（5）令和 8年 8月 5日号

大
会
テ
ー
マ

「
地
方
議
会
に
お
け
る

政
策
づ
く
り
を
考
え
る
」

本会は、第21回研究フォーラムを令和8年11月11日(水)、12日(木)の	
２日間にわたり松江市の「くにびきメッセ（島根県立産業交流会館）」にお
いて開催します。
研究フォーラムへの参加申込み等、詳細については、本会ホームページに
掲載しております。

•参加申込受付期間（議長を含めたすべての対象者）
8 月 3 日 ㈪ 10:00  ~  8 月 14 日 ㈮ 17:00
（先着順ではありません）
※申込者が定員を超えた場合、抽選を行います。
※申込時に「議長優先」を選択した議長については、抽選を行わず参加
確定となります。

•申込方法
インターネットによるお申込み
※本会ホームページ掲載の「参加申込フォーム」より、画面の内容にした
がって、お申込み手続きをお願いいたします。

88 月月 33 日 日 ㈪㈪  1010::0000    ~ ~   88 月月 1414 日 日 ㈮㈮  1717::0000
議長を含めたすべての対象者のお申込み議長を含めたすべての対象者のお申込み 参加申込受付期間参加申込受付期間議長を含めたすべての対象者のお申込み

in
松江

第21回

全国市議会議長会
研究フォーラム

島根県松江市学園南1丁目2-1

でのすまれさ定決が」ち待ルセンャキ「」加参「りよに選抽
予めご承知おきください。

くにびきメッセ（島根県立産業交流会館） 

9,000円2,500名定　員 参加費

11月11日［水］▶12 日［木］

9,000円2,500名定 員 参加費

プ ロ グ ラ ム
 第１日目	 11月11日（水）
11:30	 受付開始・開場
12:30	 開催市ＰＲ
13:00	 開会式
13:20	 基調講演
	 「地政学と日本の大戦略」
	 宮家 邦彦	 キヤノングローバル戦略研究所
	 	 理事・特別顧問	
14:20	 休　憩
14:40	 パネルディスカッション
	 「地方議会における実効性のある
	 政策づくり」

 コーディネーター
	 礒崎 初仁	 中央大学法学部教授、
	 	 同大学院法学研究科教授

 パネリスト
	 佐藤　 淳	 青森大学社会学部教授
	 千葉 茂明	 公益財団法人日本生産性本部
	 	 上席研究員
	 松永 桂子	 大阪公立大学教授
	 野々内 誠	 島根県松江市議会議長
16:40	 次期開催地挨拶
	 愛知県名古屋市
16:50	 終了・移動
17:10	 意見交換会
17:55	 終　了

 第２日目	 11月12日（木）
  8:30	 開　場
  9:00	 課題討議
	 「地方議会における政策づくりの取組報告」

 コーディネーター
	 牛山久仁彦		明治大学政治経済学部
	 	 政策学科長・教授

 事 例 報 告 者	
	 菅原 由和	 岩手県奥州市議会議長
	 川上 文浩	 岐阜県可児市議会議長
	 盛　 泰子	 佐賀県伊万里市議会議員
11:00	 閉会式
11:30	 視察（申込者のみ）

主催：全国市議会議長会
後援：総務省
協賛：全国市議会議員互助会、
	 (有)都市企画センター
実施：第21回全国市議会議長会
	 研究フォーラム実行委員会お申し込みはこちら

共同編集：全国市議会議長会・全国町村議会議長会

A４判・68頁・定価956円（年間購読料 11,472円）
議員研修誌 月刊 地方議会人 2026

8
議員研修誌
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クマ被害を防ぐために

地方議会はAIをどう活用するか
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巻頭言　坪田敏男

地域政策として考える　
クマ管理の３つのポイント
／横山真弓

いわゆる「ガバメントハンター」の
確保と適正配置のために
／鈴木正嗣

■

岩手県八幡平市／島根県吉賀町／北海道占冠村
現地報告■

市街地に出没するクマにどう対応するか
／早稲田宏一

出没情報共有システム「ひぐまっぷ」の
可能性／釣賀一二三
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お問合せ
TEL 03-3264-2520又はFAX 03-3264-2867
https://chuobunkasha.com/

株式会社
中央文化社

ご購入に際しての
「お申し込み」

「月刊 地方議会人」２6
年度デジタルブックサ
ンプル号が読めます！

「月刊 地方議会人」サ
ンプル号ではデジタルブッ
クで地方議会議員・議会
事務局の方々に好評の
特集、現地報告、連載の
一部を「無料」で読むこと
ができます！  クリック

▶

※お電話やＦＡＸでのお申し込
みも受け付けております。

こちらをクリックし、中央
文化社のホームページよ
りお申し込みください。

クマ被害を防ぐために
▶ 出没情報共有システム
	 「ひぐまっぷ」の可能性
	 北海道立総合研究機関
エネルギー・環境・地質研究所	 釣賀 一二三

■ 現地報告
▶ 岩手県八幡平市／出没情報共有アプ

リと複合的防衛策の展開
八幡平市農林課 地域おこし協力隊：
鳥獣対策関係	 赤川 竜之介

▶ 島根県吉賀町／専門職員を配置し
	 クマ被害に先手を打つ
吉賀町産業課 鳥獣対策専門員
	 金 澤 紀 幸

▶ 北海道占冠村／クマ対応の主体は誰
か　人任せでは勝てない！　
占冠村役場農林課 林業振興室 
野生鳥獣専門員	 浦 田   　剛 

巻頭言　地方自治に思う
クマとの適切な関係を
取り戻すために　
北海道大学名誉教授、岐阜大学名誉教授
	 坪 田 敏 男 

■ 特集
▶ 地域政策として考える
	 クマ管理の３つのポイント
兵庫県立大学 自然・環境科学研究所
森林動物研究部門教授	 横 山 真 弓

▶ いわゆる「ガバメントハンター」の
確保と適正配置のために
一般社団法人エゾシカ協会代表理事
岐阜大学名誉教授	 鈴 木 正 嗣

▶ 市街地に出没するクマに
	 どう対応するか
	 特定非営利活動法人
　  EnVision環境保全事務所　早稲田 宏一

https://www.si-gichokai.jp/forum/
https://chuobunkasha.com/%e6%9c%88%e5%88%8a%e3%80%8c%e5%9c%b0%e6%96%b9%e8%ad%b0%e4%bc%9a%e4%ba%ba%e3%80%8d/2026/%e6%9c%88%e5%88%8a%e3%80%8c%e5%9c%b0%e6%96%b9%e8%ad%b0%e4%bc%9a%e4%ba%ba%e3%80%8d8%e6%9c%88%e5%8f%b7%ef%bc%882026%e5%b9%b4%ef%bc%89%e3%80%80%ef%bc%8a8%e6%9c%883%e6%97%a5%e7%99%ba%e8%a1%8c/
https://chuobunkasha.com/
https://chuobunkasha.com/%e6%9b%b8%e7%b1%8d%e3%81%94%e6%b3%a8%e6%96%87/
https://chuobunkasha.com/%e6%9b%b8%e7%b1%8d%e3%81%94%e6%b3%a8%e6%96%87/
https://saas.actibookone.com/content/detail?param=eyJjb250ZW50TnVtIjozMjExOTN9&detailFlg=1&pNo=1
https://saas.actibookone.com/content/detail?param=eyJjb250ZW50TnVtIjozMjExOTN9&detailFlg=1&pNo=1
https://chuobunkasha.com/%e6%9b%b8%e7%b1%8d%e3%81%94%e6%b3%a8%e6%96%87/
https://chuobunkasha.com/%e6%9b%b8%e7%b1%8d%e3%81%94%e6%b3%a8%e6%96%87/
https://chuobunkasha.com/%e6%9b%b8%e7%b1%8d%e3%81%94%e6%b3%a8%e6%96%87/
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分煙施設整備で住みよいまちづくりと税収確保の両立を実現 総 務 省
Ministry of Internal Affairs
and Communications MIC

地方たばこ税は、令和６年度決算で、道府県たばこ税が約1,491億円、市町村たばこ税が約9,132億円、
合計約1兆623億円となっており、地方公共団体における貴重な一般財源です。
そうした中、令和８年度与党税制改正大綱において、「望まない受動喫煙対策の推進や今後の地方たば

こ税の継続的かつ安定的な確保の観点から、駅前・商店街・公園等の場所における屋外分煙施設等の整
備について、地方公共団体がその重要性を認識し、（中略）必要な予算措置を講ずるなど積極的に取り組む
よう、（中略）より一層促すこととする。」とされています。
これらを踏まえ、本稿では、分煙施設整備の意義や、地方公共団体及び総務省自治税務局の取組につい
て紹介します。

⒈　はじめに

地方公共団体に実情を伺うと、一定の区域を路上喫煙禁止とすることに伴い分煙施設を整備した事例、
観光客の増加等により既存の分煙施設ではスペースが足りないため施設を拡充した事例など、それぞれの
地域の状況に応じ整備を進めています。
総務省自治税務局では、令和６年４月に自治税務局長通知  を全国の地方公共団体に発出し、分煙施

設整備の意義や、適切な予算の確保及び執行等について示すとともに、分煙施設整備の事例集  や、整
備に当たっての技術的留意事項  をとりまとめ、各地方公共団体に提供しています。
これらの内容も参考に、住みよいまちづくりと税収確保の観点から、各地方公共団体が必要な予算を確保
の上、分煙施設整備に取り組むことができるよう、市議会におけるご理解とご協力をお願い申し上げます。

⒋　住みよいまちづくりと税収確保の両立に向けて

⒉　分煙施設整備の意義　―受動喫煙対策と税収確保―
健康増進法においては、国及び地方公共団体は、望まない受
動喫煙が生じないよう、知識の普及、意識の啓発、環境の整備な
ど、受動喫煙防止に関する施策を総合的かつ効果的に推進する
よう努めることとされています。
屋外における望まない受動喫煙対策としては、分煙施設の整備

が有効であり、既に整備を進めている市町村からは、路上喫煙の
抑制や吸い殻のポイ捨て防止にも効果があるとの声が寄せられて
います。また、このような分煙施設の整備は、地方たばこ税の継続
的かつ安定的な確保にも資する取組であると考えられます。 埼玉県八潮市の例

市区町村が整備
民間事業所へ補助
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改正健康増進法
全面施行

総務省自治税務局が令和７年６月に実施した調
査によれば、平成30年度から令和７年度までの間
に、全国の市区町村のうち半数近い826団体が分
煙施設を整備しており、特に、人口が集中してい
る政令指定都市、中核市及び特別区では、85％以
上に当たる90団体が整備に取り組んでいます。
また、近年では、民間事業者等による分煙施設
整備を支援する取組も広がっています。令和６年
度からは、特別交付税措置の対象に、自治体によ
る屋外分煙施設整備に要する経費に加え、自治体
が民間事業者等に対して行う分煙施設整備への助
成に要する経費についても追加されています。

⒊　分煙施設整備の状況　―全国半数の自治体が整備に取り組む―

総務省　総務省自治税務局市町村税課
〒100－8926　東京都千代田区霞が関2－1－2 中央合同庁舎第2号館
TEL  03－5253－5670　 Mail  sizei-tyousa@soumu.go.jp

お問合せ先 分煙施設整備のための予算確保について 
（総税市第108号　令和７年9月12日）
各都道府県税務担当部(局)長 
各都道府県市区町村担当部(局)長

総務省サイトへ

https://www.soumu.go.jp/main_content/000939971.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/001042464.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/000999386.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/001042464.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/001042464.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/001039276.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/001039276.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/001039276.pdf

